
豊中市立寺内小学校 PTA 会則 
第１章 名称 

第１条 この会は、豊中市立寺内小学校 PTA と称し、事務所を寺内小学校に置く。 

 

第２章 目的 

第２条 この会は、児童の父母またはこれに代わる者（以下保護者という）と教職員が協力して、家

庭、学校および社会における児童の健全な成長を図ることを目的とする。 

第３条 この会は、前条の目的を達成するために次の活動をする。 

１．よい保護者、教職員になるように努める。 

２．児童の教育的環境をよくすると共に、その福祉を増進することに努める。 

３．教育に対する会員の理解を深める活動を盛んにし、その教育の振興に努める。 

 

第３章 方針 

第４条 この会は、教育を本旨とする民主団体として、次の方針に従って活動する。 

１．この会は、自主独立のものであって政治・宗教および営利に関係せず、また他のいかなる

団体の支配・干渉も受けない。 

２．児童の福祉増進の為活動する他の団体及び機関と協力する。 

３．この会は、学校の管理や教職員の人事については干渉しない。 

４．この会における全ての委員会は公開を原則とする。 

 

第４章 会員 

第５条 この会の会員は平等の権利と義務を有するものであり、会員は次の通りである。 

１．会員 ア．この学校に在籍する児童の保護者 

イ．この学校に勤務する教職員 

２．一家庭につき一会員とする。 

 

第５章 役員 

第６条 役員は、会員の中から選出される。 

第７条 この会は次の役員を置く。 

１．会長１名 

２．副会長２名 

３．書記２名 

４．会計２名 

第８条 役員は、総会に於いて承認される。その選出方法は細則で定める。 

第９条 役員は、４月１日から就任し、その任期は１年とする。ただし、再任は妨げないが一期を限

度とする。 

第１０条 役員の任務は次の通りとする。 

１．会長は、この会を代表し、総会、運営委員会、全体委員会を招集する。また、必要に応じて

役員会を招集する。 

２．副会長は、会長を補佐し、会長に差し支えのある時はその代理をする。 

３．書記は、総会、運営委員会、全体委員会の議事及びこの会の活動に関する事項を記録する

とともに庶務事項を担当する。 

４．会計は、予算に基づいて会計事務を行う。会計簿はいつでも全会員の閲覧に備えるととも

に、総会において決算報告を行う。 

５．役員は、役員会を構成し、本会運営に必要な事項を審議する。 



第１１条 役員を選出するため、選出委員会を置く。選出委員会の構成・運営などについては細則で

定める。 

 

第６章 会計監査委員 

第１２条 この会の経理を監査する為、会計監査委員を２名おく。 

第１３条 会計監査委員は、会計年度末及び９月末の他、必要に応じて監査を行い、その結果を総会

に報告する。 

第１４条 会計監査委員は、４月１日から就任し、その任期は１年とする。ただし、再任は妨げないが

一期を限度とする。 

第１５条 会計監査委員の選出については、役員に関する規定を準用する。 

 

第７章 総会 

第１６条 総会は、全会員をもって構成され、この会の最高機関であり、次の事項は総会の決議を必

要とする。 

１．年間活動計画及び経過報告 

２．予算・決算の審議と承認 

３．役員等の承認 

４．会則の改正 

５．その他、重要事項 

第１７条 総会は、定期総会と臨時総会とし、会長が招集し、その議長は出席者の中から選出する。 

第１８条 総会は、会員の現在数の５分の１以上出席しなければ、その議事を審議し議決することが

できない。ただし委任状をもって出席に代えることができる。 

第１９条 総会の決議は、出席会員の過半数の同意によって行う。 

第２０条 定期総会は年２回とし、臨時総会は運営委員会が必要と認めた時、または会員の１０分の

１以上の者が附議事項を請求した時に開催する。 

 

第８章 運営委員会 

第２１条 運営委員会は、役員・校長・教頭・各委員会の委員長、副委員長をもって構成され、各委員

会において立案された計画を討議・承認し、各委員会の連絡調整を図り、かつ、総会に提出

する議案について協議する。その他緊急事項を処理する。 

第２２条 運営委員会は、会長が必要と認めた時、または構成員の４分の１以上の者の請求があった

時に開催するものとし、会長が招集し、その議長となる。 

第２３条 運営委員会は、委員の現在数の３分の２以上出席しなければ、その議事を審議することが

できない。 

第２４条 運営委員会の議決は、出席委員の３分の２以上の同意によって行う。 

 

第９章 委員会 

第２５条 この会に次の委員会を設ける。 

１．学級委員会 

２．文教委員会 

３．広報委員会 

４．体育委員会 

５．生活指導委員会 

６．選出委員会 

７．特別委員会 



必要に応じて特別委員会を設けることができる。特別委員会の設置は運営委員会が行う。

委員長は必要に応じて委員会を招集し、その議長となり、その議決は出席の過半数の同意

によって行う。 

第２６条 前条に定めた各委員会の組織・運営等については細則で定める。 

第２７条 委員会の活動や委員間の連絡、調整及びその他の緊急事項等を協議するため、会長は必要

に応じて全体委員会を招集することができる。 

第２８条 校長はあらゆる委員会に出席して意見を述べることができる。 

 

第１０章 会計 

第２９条 この会の経費は、会費・事業収入及びその他によって支弁する。 

第３０条 会費は、一会員につき、月４００円とする。また、納入月数１２ヶ月とする。 

ただし、教職員は一会員につき、月２５０円とする。 

第３１条 この会の経理は、総会で認められた予算に基づいて行われ、会計監査を経て総会に報告さ

れなければならない。 

第３２条 この会の会計年度は、４月１日より翌年３月末日までとする。 

毎年第２回定期総会の前(原則１月末)に仮決算を行い、会計監査の監査を経て第２回定期総

会の承認を得ることとする。なお、仮決算後の収支を含めた本決算は翌年度第１回定期総

会に報告するものとする。 

 

第１１章 顧問 

第３３条 会長を補佐するため必要に応じ顧問を置くことができる。 

顧問は会長の指名及び本人の了承により決定され、会長の指示により解任される。 

顧問を指名する際は会員または卒業生保護者のうち役員経験者から指名する。 

顧問は会長の指示により役員会・運営委員会に参加し発言できるが議決権はない。 

 

第１２章 細則 

第３４条 この会の運営等に関する必要事項は、細則としてこの会則に反しない限りにおいて、運営

委員会の議決を経て定める。運営委員会は、細則を制定または改廃した時は、 

その結果を次期総会に報告しなければならない。 

 

第１３章 改正 

第３５条 この会則は、総会において出席会員の３分の２以上の同意がなければ改正することができ

ない。ただし、改正案は総会開催の１週間前までに全会員に知らせておかなければならな

い。 

 



細 則 
第１章 役員、各委員会委員長、生活指導委員会副委員長、会計監査委員及び補欠選出 

第１条 役員、各委員会委員長、生活指導委員会副委員長、会計監査委員及び補欠の選出方法につ

き、次のように定める。 

１．選出委員会 

代議員会で委員長を決定する。委員は次の構成で設置し、役員、各委員会委員長、生活指導

委員会副委員長、会計監査委員及び補欠選出に関する一切の業務を行う。 

• 委員長、副委員長・・・各２名 

• 教職員より・・・・・・・２名 

２．代議員・抽選会 

役員、各委員会委員長、生活指導委員会副委員長、会計監査委員及び補欠に選出される可

能性を持つと同時に、選出する資格を持つ者。１月下旬までに選出される。候補者決定を

もって代議員は解散する。 

• 原則として全会員を代議員とする。 

※1．役員（会長・副会長・書記・会計）を１年以上経験した家庭の会員は代議員を辞退す

ることができる。 

※2．各委員会の委員長、副委員長または表１に定める委員等を通算２年以上経験した家庭

の会員は代議員を辞退することができる。 
※3．上記辞退条件(１または２)を満たした家庭を〔特別家庭〕扱いとし、代議員・各委員

（学級・文教・広報・体育・選出）の役職を辞退することができる。 

※4．当該年度の各委員会の委員長、副委員長はその年度と次年度の 2 年間代議員を辞退

することができる。 

※5．当該年度の会計監査委員は各委員（学級・文教・広報・体育・選出）の役職を辞退す

ることができる。   

表１．代議員の辞退対象となる委員等 

団体名 委員等の役職名 備考 参照 

青少年健全育成会 会長、副会長、書記、会計、地区委員長、地区

副委員長 

推進委員は対象外 規約第６条 

人権教育推進委員協

議会 

会長、副会長、書記、会計、監事、地区代表委

員 

 規程第７条 

寺内校区福祉委員会 会長、副会長、理事、書記、会計、監査 評議員は対象外 規約第５条 

十六中校区地域教育

協議会 

課長、副会長、会計、部長、会計監査、事務責

任者 

 会則第８条 

寺内公民分館 分館長、副分館長、分館主事、分館主事補、会

計監査、部長、副部長、幹事 

運営委員は対象外 規約第１５条 

寺内子ども教室 代表、副代表、会計、会計監査  様式４ 

寺内らん寿会 会長、副会長、会計、会計監査、幹事、部長、

副部長 

 会則第５条 

防犯寺内支部 支部長   

寺内自治会 会長、副会長、会計、書記、相談役、部長 組長、班長は対象外 会則第７条、

第１４条 

東寺内町会 会長、副会長、総務、会計、書記、監事 組長、班長は対象外 会則第１２条 

※本表の委員等にかかる過去の実績有効期間は 6 年間とする。 

 

 



3．選出方法 

選出委員会は１０月下旬までに、役員、各委員会委員長、生活指導委員会副委員長の立候 

補を受け付ける。ただし、同一役職に募集定数を超える立候補があった場合は、選出委員 

会立ち会いのもと当事者で協議し決定することを原則とする。選に漏れた立候補者は、他

の役職を選択または立候補を辞退することができるが、代議員投票により選出された場合

は、代議員の資格を有する。また、代議員会解散までは代議員としての資格は有する。 

２月上旬までに第１回代議員会を招集する。立候補があった役職については代議員会で承 

認する。立候補によって承認された役職を除く役職について代議員の互選により選出する。 

書記１名、会計１名は、教職員から選出する。選出方法の詳細は選出委員会の指示に従う。  

※６年生の会員は立候補のみ受け付ける。（次年度入学が予定される場合） 

４．通知方法 

選出委員会は役員、各委員会委員長、生活指導委員会副委員長、会計監査委員及び補欠を

選出（立候補を含む）し、その氏名を総会の１週間前までに全会員に通知する。 

第２条 役員、各委員会の委員長、副委員長、会計監査委員に欠員を生じた時には、代議員会で選出

された補欠候補をその後任者とする。後任者は次期総会で報告されるものとし、その任期

は前任者の残任期間とする。 

 

第２章 委員会 

第３条 各委員会の構成と任務は次の通りとする。 

１．学級委員会 

各学級から選出された委員と教職員代表（数名）をもって構成する。 

各学級における活動について会員相互の理解と協力を深めるとともに、保護者と教職員間

の連絡及び学年・学級集会を計画、運営する。なお、学級委員会は各委員と相互に協力して

活動を行う。 

２．文教委員会 

各学級から選出された委員と教職員代表（数名）をもって構成し、教育に関する理解と、文

化、教養を高めるよう努力する。 

３．広報委員会 

各学級から選出された委員と教職員代表（数名）をもって構成する。 

この会の機関紙の発行及びその他の広報活動を行う。 

４．体育委員会 

各学級から選出された委員と教職員代表（数名）をもって構成し、児童及び会員の保健体

育に関する行事を計画し活動する。 

５．生活指導委員会 

各地区から選出された委員と教職員代表（数名）をもって構成し、会員相互の親和と協力

を図るとともに、児童の校外における指導と、それに必要な地区集会等の活動を行う。 

６．選出委員会 

各学級から選出された委員と教職員代表（数名）をもって構成し、 

役員、各委員会委員長、生活指導委員会副委員長、会計監査委員及び補欠選出に関する一

切の業務を行う。 

７．特別委員会 

特別な事業の実施主体として、運営委員会が設置する。委員長は会長が選任し、運営委員

会で承認を受けるものとする。その構成員については委員長及び教職員代表によって決定

される。事業報告については運営委員会の承認を得るものとし、当該事業の終了により解

散する。 



８．校庭開放委員会 

体育施設開放運営委員会規則に基づく校庭開放事業の実施主体として、特別委員会を設置

し、これを校庭開放委員会と称する。委員長は会長があたり、管理指導員として運営委員

会より若干名を選出する。委員会は委員長、管理指導員、教職員代表、会員若干名で構成

し、事業の計画・事業収支を審議・決定する。 

事業活動においては会員の協力を要請でき、事業報告は運営委員会の承認を得る。 

第４条 各委員会副委員長の選出については、当該委員会委員長が行う。翌年度運営委員による第

１回運営委員会で承認を受けた後、次期総会において報告する。第１回運営委員会までに

選出されなかった場合、代議員会で選出された補欠候補を充当し、運営委員会及び次期総

会において報告する。 

第５条 各委員会の委員長・副委員長ならびに委員の任期は１年とする。ただし再任は妨げない。 

第６条 各委員会の委員に欠員を生じた時には、必要に応じて、現委員が後任者を補充することを

原則とするが、状況によっては当該委員会の委員長が調整し、後任者を選出することがあ

る。ただし、その任期は前任者の残任期間とする。 

 

第３章 改正 

第７条 この細則は、運営委員会において、その構成員の３分の２以上の同意がなければ制定、改

廃することができない。 

 

＜付則＞この会則及び細則は、昭和５１年４月３０日から施行する。 

 

 

一部改正 昭和５９年１２月 ６日 

一部改正 昭和６０年 ３月 ９日 

一部改正 昭和６１年 ３月 ８日 

一部改正 昭和６１年１１月２０日 

一部改正 平成 ８年 ３月 ２日 

一部改正 平成 ９年１１月１５日 

一部改正 平成１１年 １月１８日 

一部改正 平成１１年１１月１７日 

一部改正 平成１２年１０月２３日 

一部改正 平成１２年１１月２０日 

 

一部改正 平成１４年 ２月２１日 

一部改正 平成１４年 ５月２８日 

一部改正 平成１４年１０月１０日 

一部改正 平成１６年 ９月１５日 

一部改正 平成１６年１１月１７日 

一部改正 平成１７年 ２月２６日 

一部改正 平成１７年１０月２０日 

一部改正 平成１７年１１月１７日 

一部改正 平成１８年 ２月２５日 

一部改正 平成１９年 ９月１３日 

 

一部改正 平成２０年 ２月２３日 

一部改正 平成２０年 ７月１６日 

一部改正 平成２１年 ２月２１日 

一部改正 平成２１年 ９月１６日 

一部改正 平成２３年 ９月２２日 

一部改正 平成２４年１０月１９日 

一部改正  平成２５年 ３月１３日 

一部改正  平成２７年 ３月１３日 

一部改正  平成３０年 ２月 ８日 

一部改正   令和 5 年  2 月 8 日 

一部改正   令和 5 年  ５月 ９日 

一部改正   令和 ６年  2 月 2６日 



慶弔及び見舞いの内規 

傷病見舞い 

１． 会員及び児童の事故による重傷／長期療養（１ヵ月以上）の時は見舞金5,000円を贈る。 

 

弔意 

１． 会員、児童及び家族の死亡に際しては、次の規定により弔意を表す。 

 

対象 香典・献花・弔電 葬儀配列者 

会員 ５０００円と献花（一基） 役員 

学級委員 児童 ５０００円と献花（一基） 

 会員配偶者 献花(一基)と弔電 役員協議   

      

＜付則＞ 

１． 上記以外の場合については、役員協議により決める。 

２． 上記の慶弔については、返礼をしない。 

３． 本規定は、PTA 会則の内規とする。 

４． 本規定は、運営委員会において３分の２以上の賛成により改正することができる。 

５． 本規定は、昭和５２年３月１日より実施する。 

一部改正 昭和６０年６月１５日 

一部改正 平成１２年３月 ４日 

一部改正 平成２４年３月２４日 

一部改正 平成２４年３月２４日 

一部改正 平成２４年６月 ６日 
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